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第一号議案 2008年度事業報告承認について 

2008年度（2008年 4月 1日～2009年 3月 31日）事業実施報告 

前期報告した日系人会連合会の協力関係拒絶があったが、今期８月末に在マニ

ラ日本大使館経由で再協力依頼が有った。しかし、年次途中でもあったため、ＰＮ

ＬＳＣ代表河合弘之弁護士が連合会顧問に就任する事にとどめ、前期事業活動に

協力意思表示のあった現地３支部との関係を続行し滞りなく事業遂行した。 

 

＜特定非営利活動に係る事業＞ 
１．フィリピン日系人の日本国籍取得に関する調査研究事業 
１） フィリピン日系人の身元捜し 

現地３支部と連携し、フィリピン各地で日系人への聞き取り調査を実施。 

カテゴリーＣの２世、３世計４４名に面接を行ない、日本では、資料調査、親族照会

を随時行った。 

 

２） 身元が判明した日系２世に対し、その親（一世夫婦）および子と孫までの関係を示

す「家族ファイル」を協力各日系人会と連携して作成した。この家族ファイルのた

め１２名の２世ないし３世に面接した。完成した家族ファイル（家系図、１世の証拠

書類、身分関係を証明する書類、写真、陳述などにより構成される）１２件を在マ

ニラ日本大使館に提出した。 

 
２．フィリピン日系人の就籍手続き支援事業 

就籍申立事業（３７名） 

身元未判明のフィリピン日系人2世を選出し、以下の就籍申立を東京家庭裁判所

へ為した。 

     ２００８年   ４ 月    １ 件 

             ５ 月    ５ 件 

             ６ 月   １２ 件 うち１件は身元判明で取下 

             ７ 月    ０ 件 

             ８ 月    ０ 件 

             ９ 月    ４ 件  うち２件は身元判明で取下 

            １０ 月    ７ 件 

            １１ 月    ０ 件 

            １２ 月    ０ 件 

     ２００９ 年 １ 月     ２ 件 
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             ２ 月    ０ 件 

             ３ 月    ６ 件 

 

３７件中、申立人の身元判明につき取り下げたケースは３件である。申立後は、裁判所

の要請に従い、追加証拠の収集や再調査を行った。申立には至らないが申立準備中の

ケースが東京・マニラに３２件ある。 

   就籍許可決定を得たのは１０件で、その内訳は今期中で言えば２００８年１０月２件、２０

０９年２月６件、同年３月２件であり、就籍全体で言えば、一番古い申立は２００５（平成１

７）年である。優に４年近くの歳月がかかっている。なお、２００９年２月決定についてはマ

ニラにて記者会見を実施した。 

   ２００９年３月１１日には、６件について初めての就籍不許可があり、同日には抗告方針

を決め、更に東京にて不許可者たち２名を入国させ記者会見した。 

   別途、就籍準備中及申立後の新たな判明件数は２７件（２世数で６９人うち死亡者は３

１人）である。 

 

３．フィリピン日系人の日本国籍取得、身分上の届出支援事業 

『Ｂ to Ａ』 

身元調査を終了したフィリピン日系人２世の出生、婚姻等の届出に関する手続き

（結果として日本国籍を取得）を支援した。今年度受付１５８件で継続中だが、この中

には協働関係修復なった連合会事案が１０６件ある。また、直接当所へ証明書のみ

直送してくる日系人家族があり、それらは書類や状況不足の為、預かり書類となり件

数に含まない。 

書類の多くは以下に分類される。 

１、戦中１世行方不明のため、死亡したものとして戸籍除籍もみられ、登載以前に

戸籍訂正裁判をしなければならない事案 ８件 

２、重婚だが１世比国婚姻が先婚の場合、就籍へ方針変更 ７件 

３、２世兄弟姉妹申出の場合、お互いの書類に齟齬があり比国にて裁判中 ５件 

行政へ提出以前に書類疑義で現地家族と調整後提出される件数も多く、この点で

の現地日系人会のより一層の日系人家族への指導を求めたい。 

今期中、法務局より登載許可が出たのは前期届出分含めて３件、提出済・法務局審

理中は２０件である。 

 

４．フィリピン日系人の相談助言事業 
１）相談助言 

日本に定住するフィリピン日系人からの電話や訪問による相談等に応じた。 
また、協力日系人会３支部に所属する日系人の国籍取得に関する相談に対し助
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言した。 

 

２）３世の戸籍登載 

日本国籍取得（戸籍への氏名の届出）を希望するフィリピン日系人３世の届出に

関する手続きを継続中だったが、３月３０日許可が出た。 

 

３）日本旅券取得の支援 

日本国籍を取得したフィリピン日系人の依頼により、日本旅券を取得する支援

をした（３件の相談を受けて指導した）。 

 

４）日本定住を希望する日系３世及び４世の在留資格取得等の相談を受け、助言

を行った。 
 
５）  在日フィリピン日系人間の情報交換、ネットワーク構築の機会としてクリ
スマスパーティー（２００８年１２月２１日実施、延べ合算１２０名参加）を

開催した。新たな試みとしてＮＰＯ法人ＪＦＣネットワークと共同開催であっ

た。 
 
５．フィリピン日系人に関する普及啓発広報事業 

１） ２００８年７月１５日早稲田大学「公開講義」及び写真展開催（７月１４日～１８日） 

写真展「戦前におけるフィリピンへの日本人移民とその子孫」を早稲田

大学構内にて開催。期間中には１００名以上の来場者があった。公開講

義は白日光弁護士が「フィリピン残留日本人と国籍問題」を解説、集団

一時帰国事業で来日中の残留２世は国籍取得への思い、心境を話した。早

稲田大学、他大学から学生を中心に約２００名が参加した。 
 

２） ２００８年７月１６日上智大学 「公開講義」 
アジア文化研究所と共催し、「国籍を求めて―フィリピン残留日本人の声―」

をテーマに丸田由香里弁護士が残留日本人２世国籍と法的支援について

研究者を中心とした参加者に向けて行った。 
 

３）２００８年９月２９日 芳澍女学院情報国際専門学校 
同校の「ボランティア論」の授業において、「フィリピン残留日本人問題

とＮＰＯの取り組み」をテーマに講義。同行した残留２世本人が自らの

戦争体験や国籍取得への思いを授業の中で語った。 
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４）２００８年１２月１２日 広島経済大学 
同大学「国際理解」授業で「フィリピン残留日本人問題の歴史と背景、

残留日本人２世の思い」をテーマに残留２世の国籍問題の解説、同行し

た残留２世と大学生の対話を行った。 
 

   ５）２００８年１２月１６日 上智大学「太平洋移民史」 
「フィリピン残留日本人問題の歴史と支援活動」をテーマに講義を行った。 
フィリピンへの日本人移民の歴史から戦争によって残留を余儀なくされた 
日本人２世の戦中、戦後の歩み、ＰＮＬＳＣの支援活動について講義を行っ 
た。 

 
６）２００８年１２月２２日 金光教国際センター 
金光教国内外関連団体スタッフを対象に「フィリピン残留日本人２世問題

の歴史とＰＮＬＳＣ支援活動」について講演を行った。    
 

６．フィリピン日系人に関する出版事業 
１）ＰＮＬＳＣニュースレター及び号外 
今年度は、号外を含め合計４回ＰＮＬＳＣニュースを発行し（２０号から２

２号まで）毎号約１１００部印刷だったが、今期は１２００部に増刷した。主

に会員や支援者（約４００～５００部個人／団体）へ送付した。 
 

２）Ｎｉｋｋｅｉｊｉｎ Ｎｅｗｓ（英文） 
   Nikkei-jinNewsを、ＰＮＬＳＣフィリピン Incと６号から８号までを共同
発行、配布した。 

   就籍プロジェクトの進捗報告、現地日系人会及びＰＮＬＳＣの活動報告、

また在日日系人の情報交換の媒体として発行し配布先は在日日系人個人、日

系人を雇用する企業、教会、国際協力団体等で約１０００部を配布した（フ

ィリピンにおいてはＰＮＬＳＣフィリピンが配布を担当）。 
 
３）ホームページ(広報) 
団体ホームページを随時更新し、広報活動を行った。 
 

７、フィリピン日系人に関する政策提言事業 
  １） ２００８年５月１４日衆参両院から国会議員たちの特別委員会が設立され総会

を開催した。最高顧問に中山太郎議員、顧問尾辻秀久議員、委員長山口泰明議

員、幹事長小島敏夫議員、事務局長下地幹郎議員、と党派を問わずの顔ぶれと
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なった。 

 

２） ６月１９日第１回勉強会に続いて第２回を８月２６日、第３回１２月１８日に実施し、

国から厚生労働省、外務省、法務省、の各担当官が出席した。 

 

  ３） ３月３０日舛添厚生労働大臣及び江利川厚生労働事務次官へ残留日本人問題

解決に向けての陳情を行なった。 

 

８、フィリピン日系人に関する関係諸団体との協力推進、ネットワーク事業 
１）ダバオ『スポーツフェスタ』へ参加 
   ２００８年４月１日～３日実施  
 
２）日本財団主催『春の交流会』へ参加 
   ４月６日実施された。日本財団から助成資金援助されたＮＧＯ、ＮＰＯ団体

が一堂に会し交流する会で約５３１名（４９２団体）参加。 
 
３）ＰＮＬＳＣフィリピン Incの理事会参加 
   ＰＮＬＳＣのカウンターパートであるＰＮＬＳＣフィリピン Inc の理事会 

に４回参加した。 
 
４）２００８年７月～２００９年２月 日比ＮＧＯネットワーク（ＪＰＮ） 
  フィリピン全域で支援活動を行う１４団体で構成されるネットワーク会 
合にて、「残留日本人２世の問題の所在と背景」について解説、本団体の活 
動報告を行った。通算５回出席。 

 
＜その他の事業＞ 

１．バザーその他 
実施しなかった。 

 
 
 
 
 
 



 6 

II. 組織の現状  

１．会員数 
 ２００９年３月末の会員総数は、団体２５、個人９５名で、内訳は以下のとおり。 

 団体 個人 
正会員 ２１（前期より１増加） ３４（前期より３増加） 
賛助会員  ４（増減なし） ６１（前期より５増加）

   
   団体・個人何れにも入会及び脱会はあった。脱会理由の多くは経済不況が多か

った。個人の脱会も２件あり、その理由は死亡、年金生活のため、であった。 
 
２．寄付 

２００８年度寄付総額は２３１万１１００円、寄付総数は７６件で、前期寄付

総件数を３件、金額的にも上回った。また、その内訳は行事に対する個人からの

寄付が目立った。なお、現金ではないが米、書籍等をはじめとする物品寄付も２

２件と多かった。現金寄付内訳は以下のとおり。 
 件数 寄付総額 

通 常 寄 付 ３３ 件   ８１０，８００円 
一時帰国寄付 ３７ 件 １，４０９，３００円 
クリスマス会  ６ 件    ９１，０００円 

合計  ７６ 件 ２，３１１，１００円 
 
３．役員 
代表理事（継続） 河合弘之    
理   事 （継続)  伊藤英男  星  長 吉  ジュセブン・オステロ  青木秀茂 

監   事 （継続)  伊藤佳江 

 

４．事務局 
事務局長    高野敏子（常勤） 

 事務局員    石井恭子（常勤） 猪俣典弘（常勤）   井上由香（常勤）  
紫垣伸也（常勤）  大関直人（常勤） 

          ＊会計精査 奥田よし子税理士に委託。 
          ＊吉田孝恵子（非常勤） 
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５．会議 
 １）総会    

第４回通常総会 ２００８年６月２０日 さくら共同法律事務所にて開催。 
 
２）理事会  

２００８年第１回理事会 ６月２日さくら共同法律事務所にて開催。 
 

 ３）事務局・弁護士合同会議 
身元調査、就籍の進捗や方法を確認し、法的問題について弁護士からの助言

を受ける場として必要に応じて開催した(６回)。特に就籍事件不許可につき
緊急会議が開かれ対策を検討した。 
 

４）その他の会議 
事務局会議等、各事業上の必要に応じてフィリピン出張所員を交えて随時行

った。  
 


